
22 21

　

徳
島
大
学
は
本
学
を
支
え
て
く
だ

さ
る
国
民
の
皆
さ
ま
に
透
明
性
の
あ

る
財
務
情
報
を
提
供
し
、 

大
学
の
財

政
状
態
及
び
運
営
状
況
に
つ
い
て
明

ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
ご
理
解
を

い
た
だ
く
こ
と
が
重
要
な
責
務
の
一

つ
と
考
え
て
お
り
ま
す
。 

こ
の
財

務
レ
ポ
ー
ト
は
、
徳
島
大
学
の
現
在

の
財
務
状
況
を
で
き
る
だ
け
分
か
り

や
す
く
お
伝
え
す
る
た
め
、
平
成
30

事
業
年
度
財
務
諸
表
を
も
と
に
作
成

い
た
し
ま
し
た
。

　

平
成
16
年
4
月
、
徳
島
大
学
は
他

の
国
立
大
学
と
同
様
に
法
人
化
し
、

国
か
ら
独
立
し
た
経
営
体
と
し
て
の

運
営
を
行
う
こ
と
と
な
り
、
平
成
30

事
業
年
度
で
法
人
化
後
15
年
が
経
過

し
ま
し 

た
。

  

平
成
30
事
業
年
度
の
財
務
状
況
で

す
が
、
経
常
費
用
︵
一
年
間
大
学
を

運
営
す
る
た
め
の
費
用
︶
に
つ
い
て

は
、
診
療
経
費
の
増
加
な
ど
に
よ

り
、
平
成
29
事
業
年
度
と
比
較
し

て
5.
2
億
円
増
加
し
て
お
り
ま
す
。

経
常
収
益
︵
大
学
の
運
営
に
伴
う
収
益
︶

に
つ
い
て
は
、
附
属
病
院
収
益
の
増

加
な
ど
に
よ
り
、
平
成
29
事
業
年
度

と
比
較
し
て
6
億
円
増
加
し
て
お
り

ま
す
。

  

大
学
運
営
に
係
る
財
政
基
盤
の
多

く
は
、
国
か
ら
の
補
助
で
支
え
ら
れ

て
お
り
ま
す
が
、
こ
の
補
助
金
の

大
部
分
を
占
め
る
運
営
費
交
付
金

は
、
法
人
化
翌
年
の
平
成
17
年
度
か

ら
基
幹
と
な
る
部
分
に
効
率
化
や
機

能
強
化
促
進
の
た
め
に
一
定
の
係
数

︵
1
%
以
上
︶
が
掛
け
ら
れ
、
毎
年

約
1
億
円
ず
つ
︵
令
和
元
年
度
ま
で
の

累
計
額
約
16
億
円
︶
減
額
さ
れ
て
お
り

ま
す
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
徳
島
大
学

の
基
盤
的
な
財
政
は
年
々
圧
迫
さ
れ

て
お
り
、
こ
の
状
況
に
対
応
す
る
た

め
、
大
学
改
革
等
に
お
け
る
予
算
等

の
獲
得
及
び
自
己
収
入
の
増
加
に
取

り
組
ん
で
お
り
ま
す
が
、
少
な
く
と

も
令
和
3
年
度
ま
で
こ
の
減
額
が
予

定
さ
れ
て
い
る
中
、
安
定
し
た
経
営

を
行
っ
て
い
く
た
め
に
は
、
更
な
る

経
費
の
節
減
を
図
る
と
と
も
に
、
積

極
的
な
外
部
資
金
の
獲
得
に
努
め
て

行
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
て

お
り
ま
す
。
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貸借対照表の概要損益計算書の概要
資産の部
土地
建物
建物附属設備
構築物
工具器具及び備品等
図書
投資有価証券
現金及び預金
未収附属病院収入
有価証券
その他

資産の部合計

経常費用
業務費
　教育経費
　研究経費
　診療経費
　教育研究支援経費
　受託研究等経費
　人件費
一般管理費
財務費用
　経常費用合計

経常収益
運営費交付金収益
学生納付金収益
附属病院収益
受託研究等収益
施設費収益
補助金等収益
寄附金収益
資産見返負債戻入
雑益
　経常収益合計

臨時損失
固定資産除却損
その他臨時損失等
減損損失
　臨時損失合計

当期総利益
当期総利益

負債の部
資産見返負債
借入金
未払金
運営費交付金債務
寄附金債務 
その他
　負債の部合計

純資産の部
資本金
資本剰余金
利益剰余金
　純資産の部合計

負債及び純資産合計

448.1
247.4
86.6
21.7
80.1
26.6
23.4

108.0
48.6
15.0
9.9

1,115.6

448.1
254.5
96.7
19.5
66.1
26.5
28.4

103.3
47.3
5.0

13.9

1,109.3

447.0
17.6
24.9

163.1
2.4

20.3
218.8
11.7
1.8

460.5

441.2
17.2
23.8

157.0
2.4

18.6
222.2
11.7
2.4

455.3

120.7
43.4

242.0
20.2
0.7
7.5

13.6
12.7
6.4

467.2

125.0
44.0

232.6
18.3
1.6
6.4

13.3
13.4
6.5

461.2

1.2
0.0
0.1
1.3

2.5
0.4
0.0
2.9

5.43.4

97.0
205.5

81.3
8.4

67.2
16.7

476.1

99.3
212.8
68.9
4.5

64.9
15.7

466.1

467.3
76.0
96.4

639.5

1,115.6

467.3
85.0
91.1

643.2

1,109.3

0.0
7.1

10.0
2.2

14.0
0.1
5.0
4.7
1.3

10.0
4.0

6.3

5.8
0.4
1.1
6.1
0.0
1.7
3.4
0.0
0.6
5.2

4.3
0.6
9.3
1.9
0.9
1.1
0.2
0.8
0.1
6.0

1.3
0.4
0.1
1.6

2.0

2.3
7.4

12.4
3.8
2.4
1.0

10.0

0.0
9.0
5.3
3.7

6.3

30年度29年度30年度29年度 30年度29年度

30年度29年度 30年度29年度

30年度29年度

30年度29年度

増減増減 増減

増減 増減

増減

増減

（単位 : 億円）（単位 : 億円）

注）単位未満を四捨五入しているため、必ずしも計及び増減は一致しません。 
注）単位未満を四捨五入しているため、必ずしも計及び増減は一致しません。

【資産の概要】
・土地が全体の4割を占めています。
・建物、建物附属設備の減は、フロンティア研究棟改修工事等を実施しましたが、減価 
   償却費がこれを上回ったことによるものです。
・工具器具及び備品等の増は、病院の医療設備及びポストLEDフォトニクス研究所で
 使用する理化学用機器を整備したことによるものです。
・投資有価証券の減は、満期到来に伴うものです。
・現金及び預金の増は、有価証券からの移替え等によるものです。
・有価証券の増は、投資有価証券からの移替え等によるものです。

【経常費用の概要】
・経常費用は、人件費が全体の約5割を占めています。
・教育経費の増は、消耗品費等の増加によるものです。
・研究経費の増は、地方大学・地域産業創生交付金の獲得に伴う、消耗品費及び
 備品費の増加によるものです。
・診療経費の増は、附属病院収益の増加に伴う、医薬品及び診療材料等の増加
  によるものです。
・人件費の減は、退職手当の減少等によるものです。

【負債の概要】
・借入金が全体の半数近くを占めています。
・資産見返負債の減は、資産取得によって生じた債務を減価償却費及び除却費が
 上回ったことによるものです。
・借入金の減は、病院の施設、設備に係る借入金の返済を行ったことによるものです。
・未払金の増は、医療機器等の新規リース契約に伴いリース債務が増加したことに
 よるものです。
・運営費交付金債務の増は、歯学部の機械室消火設備等整備事業、総合科学部の
 屋上防水改修事業及び蔵本団地電話交換機設備等整備事業について、業務達成
 基準の適用事業とし、第3期中期目標・中期計画期間内において翌年度以降に繰越
 したことによるものです。

【経常収益の概要】
・経常収益は、運営費交付金収益と附属病院収益で全体の約8割を占めています。
・運営費交付金収益の減は、退職手当の減少等によるものです。
・附属病院収益は、外来患者数及び外来化学療法件数の増加等により9.3億円の増
  加となっています。
・受託研究費等収益の増は、新エネルギー・産業技術総合開発機構、科学技術振興
  機構等からの受入額の増加によるものです。
・補助金等収益の増は、地方大学・地域産業創生交付金の獲得等によるものです。

貸借対照表は、決算日(平成31年3月31日)における徳島大学の全ての資産、負債及び純資産を記
載することによりその財政状態を明らかにすることを目的としています。

損益計算書は、事業年度内に徳島大学が実施した事業等により発生した全ての費用と収益を記載 
することによりその運営状況を明らかにしています。

資産構成（30年度）

資産合計
1,115.6億円

土地
40%

建物
22%

現金及び
預金 10%

建物附属
設備
8%構築物 2%

工具器具及び
備品等 7%

図書 3%

投資有価証券 2%

有価証券 1.5%

その他 0.5%

運営費交付金債務 
2%

未収
附属病院
収入4%

負債構成（30年度）

負債合計
476.1億円

資産見返
負債21%

大学改革支援・学位授与
機構債務負担金10%

未払金 17%

寄附金債務
14%

その他 3%

長期借入金
33%

借入金 43%

経常費用構成（30年度）

経常費用合計
460.5億円

受託研究等経費4%

教育、研究、
支援経費
10%

診療経費
35%病院

人件費
24%

病院以外
人件費
24%人件費

48%

財務費用 0.4%

一般管理費
2.6%

経常収益構成（30年度）

経常収益合計
467.2億円

学生納付金
収益9%

運営費
交付金収益
26%

その他
6%

附属病院収益
52%

受託研究等
収益 4%

寄附金収益 3%
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平
成
30
事
業
年
度
は
第
3
期
中
期
目

標
・
中
期
計
画
︵
平
成
28
事
業
年
度
～
令

和
3
事
業
年
度
︶
の
3
年
目
に
あ
た
り
ま

す
。
本
事
業
年
度
の
徳
島
大
学
は
、
自

己
収
入
の
確
保
、
予
算
の
効
率
的
執
行

に
努
め
た
結
果
、
経
常
収
益
が
6
億
円

増
加
し
、
そ
れ
に
伴
い
当
期
総
利
益
が

2
億
円
増
加
す
る
等
、
良
好
な
財
務
状

態
を
維
持
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
徳
島
大
学
の
財
政
基
盤
を

支
え
る
国
か
ら
の
運
営
費
交
付
金
に
つ

い
て
は
、
毎
年
減
額
さ
れ
て
い
る
状
況

で
あ
り
、
本
学
を
取
り
巻
く 

環
境
は

一
層
厳
し
さ
を
増
し
て
い
ま
す
。
こ
の

よ
う
な
状
況
の
も
と
で
安
定
し
た
経
営

を
行
う
た
め
に
は
、
更
な
る
経
費
の

節
減
、
自
己
収
入
の
増
加
、
ク
ラ
ウ
ド

フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
を
活
用
し
た
研
究
資

金
の
確
保
及
び
競
争
的
資
金
の
獲
得
に

努
め
る
と
と
も
に
﹁
知
を
創
り
、
地
域

に
生
き
、世
界
に
は
ば
た
く
徳
島
大
学
﹂

と
し
て
、
教
育
・
研
究
・
社
会
貢
献
及

び
診
療
の
各
分
野
に
わ
た
り
、
そ
の
充

実
と
不
断
の
見
直
し
・
改
善
を
進
め
て 

参
り
ま
す
の
で
、
今
後
と
も
ご
支
援
、

ご
協
力
の
程
、
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た

し
ま
す
。

当期総利益・目的積立金の推移
当期総利益 （     うち目的積立金） 　国立大学法人は、原則として企業会計に基づき会計処理を行いますが、公共的な性格を有し

ていること、利益の獲得を目的としないこと、独立採算制を前提としないこと、補助金（運営費交付
金）を受けて事業を実施する法人であることなどから、損益均衡の原理が会計制度の基本となっ
ています。一方で、経費の節減、自己収入の増加など経営努力を行った際には利益が生じること
になり、当期総利益のうち文部科学大臣の承認を受けた額については目的積立金として積み立
てられ、翌事業年度以降への繰越及び使用が可能となります。平成30事業年度は当期総利益
が5.4億円生じており、うち1.9億円が目的積立金として文部科学大臣の承認を受けようとする額
となります。
　この目的積立金は、徳島大学の中期計画で定めた使途に充てることができ、「決算において剰
余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる」と定めています。 

【目的積立金の概略】

25
年
度

26
年
度

27
年
度

28
年
度

29
年
度

30
年
度

【
ま
と
め
】

16.0
14.0
12.0
10.0
8.0
6.0
4.0
2.0

0

（2.7）
（1.9）

平成30事業年度における教育・研究活動等の取組

【地方大学・地域産業創生交付金対象事業への参画】

平成30事業年度 交付額 約8.8億円
　内閣府が行う地方大学・地域産業創生交付金の対象事業として、徳島大
学が参画する徳島県の「次世代"光"創出・応用による産業振興・若者雇用
創出計画」が採択されました。（5年間総額:50.1億円うち徳島大学:37.8億
円）徳島県の計画では、徳島大学等が有する地域の優位性を活かした光関
連産業の振興と専門人材育成などに産学官連携で取り組み、可視・近赤外
光だけでなく次に実用化が期待される「新しい光」を学び「夢のある未来社
会」の創出を夢見る学生が日本全国や世界中から集まる「キラリと光る徳島
大学」の実現を目指しています。
　この実現に向けて、徳島県の中核的な産業である光関連産業に貢献する

べく、徳島大学の強みである光科学分野を更に強化し、総合医科学分野等
への応用・展開を進める組織改革を検討してきました。この計画では、「新
しい光の創出と応用」をテーマに、次世代光（深紫外、テラヘルツ、赤外光
コム）を中核とした光源開発と医光融合等を通じた応用・製品開発で、世界
トップレベルの教育研究拠点を構築するとともに、医光融合人材の育成や
企業ニーズを踏まえたリカレント教育など、光応用専門人材の創出を担うこ
とにしています。
　このような取組を通じて、産学官金の密接な連携の下、徳島の強みである
光関連分野の研究力や技術水準、人材育成の強化を図ることで、国内外で
「光科学を学ぶなら徳島、光産業を仕事にするなら徳島」と認知され、光を
目指して若者が集う徳島の実現に貢献してまいりたいと考えています。

（0.2）

4.9

（0.5）

10.8

0.8 1.1 3.4 5.4

島
県
地
域
グ
ロ
ー
カ
ル
人
材
育
成
事
業
﹂

採
用
者
へ
の﹁
壮
行
会
﹂が
行
わ
れ
ま
し

た
。

　

今
回
は
、徳
島
県
内
の
大
学
か
ら
合

計
5
名
が
採
用
さ
れ
、う
ち
徳
島
大
学
か

ら
は
、総
合
科
学
部
3
年
北
嶋
泰
周
さ

ん
と
総
合
科
学
部
4
年
長
樂
楓
華
さ
ん

の
2
名
が
採
用
さ
れ
ま
し
た
。

留
学
生
共
同
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー

と
く
し
ま
を
開
設

　

7
月
10
日
、徳
島
大
学
国
際
セ
ン
タ
ー

に﹁
留
学
生
共
同
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
と

く
し
ま
﹂を
開
設
し
ま
し
た
。

　

徳
島
県
が
実
施
す
る﹁
留
学
生
県
内

定
着
促
進
事
業
﹂の一
環
と
し
て
開
設
さ

れ
た
も
の
で
、徳
島
県
内
の
高
等
教
育
機

関
に
在
籍
す
る
外
国
人
留
学
生
の
入
学

か
ら
県
内
就
職
ま
で
を
支
援
す
る
こ
と

を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

　

セ
ン
タ
ー
で
は
、徳
島
県
及
び
県
内
各

高
等
教
育
機
関
と
協
力
の
上
、外
国
人

徳
島
県
地
域
グ
ロ
ー
カ
ル
人
材
育
成
事
業

﹁
壮
行
会
﹂
に
本
学
学
生
が
参
加

　

7
月
5
日
、徳
島
県
庁
に
お
い
て
、～
ト

ビ
タ
テ
！
留
学
J
A
P
A
N 

日
本
代

表
プ
ロ
グ
ラ
ム
～
地
域
人
材
コ
ー
ス﹁
徳

留
学
生
の
各
種
相
談
の
受
付
、就
職
支

援
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施
等
を
行
い
ま
す
。

人
と
地
域
共
創
セ
ン
タ
ー
設
立
記
念

 ﹁
と
く
し
ま
健
康
寿
命
か
ら
だ
カ
レ
ッ
ジ

開
設
フ
ォ
ー
ラ
ム
﹂
を
開
催

　

7
月
7
日
、常
三
島
キ
ャ
ン
パ
ス
地
域

連
携
プ
ラ
ザ
け
や
き
ホ
ー
ル
に
お
い
て
、

人
と
地
域
共
創
セ
ン
タ
ー
設
立
記
念 

と

く
し
ま
健
康
寿
命
か
ら
だ
カ
レ
ッ
ジ
開
設

フ
ォ
ー
ラ
ム
﹂を
開
催
し
ま
し
た
。

　

4
月
に﹁
人
と
地
域
共
創
セ
ン
タ
ー
﹂

が
設
立
さ
れ
た
こ
と
を
記
念
し
て
、同
セ

ン
タ
ー
の
取
り
組
み
と
、セ
ン
タ
ー
の
メ
イ

ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
10
月
に﹁
と
く

し
ま
健
康
寿
命
か
ら
だ
カ
レ
ッ
ジ
﹂を
開

設
す
る
こ
と
か
ら
、健
康
寿
命
延
伸
へ
の

取
り
組
み
に
つ
い
て
紹
介
す
る
こ
と
を
目

的
に
開
催
し
ま
し
た
。

国
立
研
究
開
発
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・

産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
と
覚
書
を
締
結

　

7
月
31
日
、国
立
研
究
開
発
法
人
新

エ
ネ
ル
ギ
ー・
産
業
技
術
総
合
開
発
機

構︵
以
下
、N
E
D
O
︶と
徳
島
大
学
発
ベ

ン
チ
ャ
ー
の
創
出
に
向
け
た
支
援
や
ベ
ン

チ
ャ
ー
支
援
人
材
の
育
成
な
ど
で
、相
互

協
力
す
る
こ
と
に
合
意
し
、起
業
家
支
援

に
係
る
相
互
協
力
の
覚
書
を
締
結
し
ま

し
た
。

　

今
後
、徳
島
大
学
と
N
E
D
O
は
、

徳
島
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
の
創
出
や
オ
ー

プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
を
通
じ
て
、

研
究
開
発
型
ベ
ン
チ
ャ
ー
が
次
々
と
誕
生

し
成
功
事
例
を
積
み
重
ね
て
い
く
ベ
ン

チ
ャ
ー
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
さ
ら
な
る
裾
野

拡
大
や
、イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
環
境
の
整

備
に
貢
献
し
て
い
き
ま
す
。


